













（続紙１）                             
京都大学 博士（経済学） 氏






























































（続紙２）                            
 
（論文審査の結果の要旨） 
 本論文は，中国の流通業が経済体制の転換と後発性の下で経験した再編，と
りわけ小売業における業態の変容について，経営史研究・流通論の問題関心・
概念・手法に基づき分析したものである。本論文の特徴とその学術的な貢献は
以下の通りである。 
  第一に，本論文は全体として，改革開放政策の開始から今日に至る約40年
という長い時間軸をとり，流通業全体の変化を視野に入れて業態の変化を明瞭
な問題意識の下で描き出し，その変化のメカニズムを歴史的・制度的な背景と
ともに明らかにしている。百貨店をはじめ，中国の流通業については民国期ま
での時期について歴史研究があり，他方，現状分析では多様な分野で多くの研
究があるが，両者の狭間に位置する直近の数十年間の変化を体系的に描いた研
究，しかも百貨店からスーパーまで広く扱った研究はほとんどなく，業態を鍵
概念に明瞭な問題意識に基づいて変化のメカニズムを描きだした点も，意欲的
かつ画期的であり評価に値する。 
  第二に，本論文によって，流通・小売業の動態の把握において，中国の場合
には移行経済論的な視点が不可欠であり有効であることが示されたことであ
る。業態の出現，転換，衰退といった現象は，市場経済の存在，経済体制の安
定を前提に分析され議論されるのが普通であるが，本論文が明らかにしたとこ
ろによれば，中国における業態の動体は，ごく近年の変化をも含めて，経済体
制転換に起因する歴史的な経路依存を色濃く反映している。しかも中国の場合
には，その変化は他の移行経済諸国に比して漸進性と段階性を重視した制度変
化に規定されており，この漸進性が業態の変容のメカニズムを規定していた。 
  第三に，本論文は，中国における近代化，経済体制の転換，企業家活動，知
識・技術の移転，地域間関係のあり方といった様々な主題に関して，既存の捉
え方に再考を迫る新たな歴史像・解釈の可能性を提示している。流通の再編
は，国営から民営への転換，国外からの知識移転，外資の進出，大都市から小
都市への波及等を伴いつつ進んだが，意外なことに，民営百貨店の主体性・競
争力が目立ったのは，世界的大都市ではなく後発的な地方大都市であった。ま
た流通の近代化を体現した百貨店は近年各種の新業態の攻勢に直面し競争力の
低下が著しいが，その最大の要因は流通近代化の導入時に成立した取引主体間
の分業関係の残存であり，経路依存性がもたらしたものであった。さらに，中
国のスーパーには，日本の食品スーパーによく似た「生鮮スーパー」が含まれ
るが，この業態は，他国からのモデルの移転によってでなく，中国固有の市場
条件に即し，企業家が創発的に行ってきた革新の結果誕生したものであった。 
  
  よって本研究は，中国の現代史像を豊かにし，また流通研究・経営史研究に
も大きく貢献するものといえ，本論文の学術的な価値は高いと判断される。 
  しかしながら，本論文に問題が無いわけではない。第一に，全体の体系性に
やや難があり，百貨店を扱った2章・3章の分析と，生鮮スーパーを扱った4章
の分析の間に，問題設定でも説明の論理においても距離がある。二つの業態を
別個に分析しそれぞれに結論が出たという範囲に留めず，2章・3章の説明の
論理と4章の説明の論理に強い内的連関を盛り込む必要があるだろう。第二
に，本論文で最も重要な鍵概念となる「業態」について定義や関連の分析の説
明に不十分な点がある。その結果，ある業態が他の業態に転換したと捉えるの
か，ある業態の中で変化があったと捉えるのか等について，明確な判断基準を
示しえていない。また中国での行政による業態の定義はあるが，他国について
は欠落しており，上記の国際比較の視点が活かしきれていない。また矢作
（2007）の「小売事業システム」が分析の枠組みとして採用されているが，
矢作の概念は業態分析を意図したものではなく，有効性に疑問が残る。 
 とはいえこれらの問題は，本論文が非常に大きな主題について開拓者的な研
究に挑んだという状況にも規定されており，また，著者の今後のさらなる成長
の可能性を示唆するものでもある。よってこれらは，本論文が，経営史，流通
研究，中国現代史研究の分野にもたらした顕著な成果をいささかなりとも毀損
するものではない。 
 よって、本論文は博士（経済学）の学位論文として価値あるものと認める。ま
た、平成29年8月10日，論文内容とそれに関連した口頭試問を行った結果，合格
と認めた。  
 
 
 
